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研究成果の概要（和文）：本研究では都市化が進むアジア途上国において、貧困層が多く居住するスラムを対象として
、スラムの空間配置や特徴、スラムに居住する住民のエネルギーアクセスや生活実態に関する調査を実施した。発展段
階の異なる都市において、様々なタイプのスラムを調査を行い、スラム住民間でもエネルギーアクセスが異なること、
スラム外の住民と比較してエネルギー消費量が少ないにもかかわらず高い料金を支払う傾向にあることを示した。

研究成果の概要（英文）：The objective of this research is to investigate energy access and consumption of 
slum residents in Asian megacities, and to be a basis for accounting the potentials of GHG mitigation stra
tegies and poverty reduction in developing countries. From in-depth household survey activities, the resea
rch evaluated that the slum residents use much lower amounts of electricity, but expensive electricity fee
 is charged. In terms of cooking fuel accessibility, it observed wide disparities among slum residents eve
n in the same residential areas.
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１．研究開始当初の背景 
 近年アジア途上国では都市化傾向が顕著
となっている。特にアジア途上国でも都市化
は顕著であり、多くの国で 1950 年には 10
数%にすぎなかった都市化率が、2010 年に
40％となり、2050 年には 50%～70%になる
ことが予測されている(UN 2007)。将来地球
全体の温室効果ガス排出削減を考えていく
上では、急速に発展が見込まれる途上国都市
部からどれだけ排出量を削減できるかが鍵
となり、そのための効果的な政策手段が必要
となる。 
途上国都市を低炭素化発展に導く上で、無

視できないのが都市貧困層、とりわけスラム
の存在である。国連によると、統計資料が得
られるアジア途上国全ての国において、1990
年から 2001 年の間に、スラムに居住する人
口は増加している傾向にある(UN-HABITAT 
2008)。スラム内に居住する住民は、定まっ
た住所を持たず、環境条件・衛生状態が悪い
地域に居住すると思われる。更に電気・水
道・炊事用燃料といったエネルギー供給も不
十分と考えられるが、スラム居住者は公共機
関と正規の契約を結んだうえでのエネルギ
ー供給を受けるのが困難であることから、詳
細なエネルギー消費実態は不明な点が多い。
ただスラムを抱える途上国都市の低炭素
化・持続可能な発展を目指すためには、スラ
ムのエネルギーアクセスの実態、具体的には
電気（供給主体、消費目的、消費量、消費金
額）、水（安全性、水へのアクセス方法、消
費量、消費金額）、炊事用燃料（燃料の種類、
入手方法、消費量、消費金額）を十分に把握
した上で改善策に取り組むことが不可欠と
考えられる。スラム住民は貧困層であること
から 1世帯あたりのエネルギー消費は少ない
と想定されるが、人口数の観点からは無視で
きるようなものではないだろう。しかし調査
データを基にスラムでのエネルギー消費の
実態を明らかにした先行研究は極めて少な
い。 
更にスラムは決して固定化するべきもの

ではなく、都市発展とともに解消されてい
くのが望ましい。現在スラムに住んでいる
住民は、貧困であるが故にスラムに居住せ
ざるを得ないものと思われる。スラム住民
のエネルギーアクセスの改善と、エネルギ
ー消費額の減少が両立できれば、その分可
処分所得が増加し、スラムからの脱却を促
すことができると思われる。本研究は気候
変動対策だけではなく、スラム住民の生活
水準向上、貧困削減を目指していくための
基礎研究として位置づけることができる。 

 
 
２．研究の目的 
本研究では都市化が進むアジア途上国に

おいて、都市貧困層が多く居住するスラムを
対象として、スラムの空間配置や特徴、スラ
ムに居住する住民のエネルギーアクセスや

生活実態に関する調査を実施するとともに、
スラムの多様性や分析するための調査を実
施する。発展段階の異なるアジア途上国の２
都市において、様々なタイプのスラムで実証
研究を行うことで、スラム解消に向けた政策
提言を行い、都市の持続可能な発展、効果的
な気候変動対策を実行するための政策手段
の提案を目指した。 

 
３．研究の方法  
スラムは違法建築地域であり、頻繁に撤去

や再建築が実施されるため、スラムや貧困の
事情に詳しい各国の研究者やNGOに対する聞
き取り調査を行い、最新の状況把握に努めた。
貧困層のエネルギー利用に関する知見を集
める。さらに現地の統計資料（エネルギー統
計、社会経済統計、センサスデータ）を入手
するとともにスラムの規模・空間配置を示す
地図も入手することで、エネルギーアクセス
の調査に向けた基礎資料とした。  
本研究ではスラムに居住する住民のエネ

ルギーの種類と消費量の正確な値を把握す
ることが必須となった。しかしスラムの住民
は教育水準の問題から文字の読み書きがで
きない住民が多い。さらに住民から直接エネ
ルギー消費量のデータを得るのは困難であ
る。支払額と料金から（例えば電力消費量と
電力価格からの推定）も、スラムに限っては
困難である。正規なルートで電力を購入して
いるとは考えにくく、盗電や仲介者が介在す
ることで電気を利用しているケースが想定
されるため、料金と支払額から消費量の推計
が困難であった。そのため本研究では家庭電
化製品・調理機器や交通手段（原動機付自転
車等）の利用実態からエネルギー消費量を推
定する。例えば調理用燃料では利用している
燃料の種類とその購入頻度、一度の購入で購
入する量（例えば毎月バケツ 2杯分）から毎
月の平均消費量を推定した。電気消費量の場
合、利用している家電製品の種類、メーカー
や使用時間と、市場に出回っている家電製品
の品番・型番データを集め、それらの消費電
力量から電力消費量を推定した。 
更に消費量の季節変動を把握するため、雨

季・乾季、もしくは夏季・冬季の違いによる
消費量の違いも把握した。非現実的な数値が
出ないように、各種統計数値から得られる家
庭部門の電気消費量とも照らし合わせ、慎重
に消費量を推定した。本研究で対象とするエ
ネルギー源は、電気、調理用燃料（木炭・石
炭ブリケット・液化石油ガス（LPG）・薪・藁・
豚のフン）、水、その他ガソリンやディーゼ
ルであるが、主に電気消費量と炊事用燃料に
関して細かいデータを集めた。 
調査は調査員を雇用する訪問面接方式で

実施した。調査実施時は、調査員に調査の
意義・目的・回答方法を把握させるために、
詳細な予備調査を行い、調査員を訓練した
で調査の質を担保することとした。詳細な
調査をバングラデシュで実施するとともに、



国別比較の対象とするためフィリピンでの
調査を実施した。 
 
４．研究成果 
アジア途上国において、スラム地域の位

置・規模、更にその他環境・衛生状況に関し
て、必要となるデータの収集を実施した。特
にバングラデシュにおいて、現地の統計資料
（エネルギー統計、社会経済統計、センサス
データ）を入手するとともにスラムの規模・
空間配置を示す地図も入手した。またエネル
ギー需給に関する現地の関係者（行政担当
者・援助関係者・大学研究者、及び NGO）と
の会議を開催し、バングラデシュ・ダッカに
おける電力需給状況をはじめとするエネル
ギー状況に関して情報収集に努めた。合わせ
て南アジアのエネルギー需給状況や都市の
持続可能な発展、気候変動対策に関して知見
を持つ研究者との議論を通じ、本研究に関す
る情報収集も図った。スラム外に居住する住
民の電力料金の詳細な調査を行うために、住
民から電力検針票を収集した。更に事例研究
として、農村部でエネルギーアクセス改善と、
エネルギー消費額削減のための事例として、
農村部の非電化世帯における太陽光電池を
用いた電化事業の分析を行った。 
エネルギーアクセスと消費量、所有する電

気機器や交通手段、居住地選択、世帯構 
成、世帯収入、収入源といったエネルギー利
用に関連した包括的な調査項目を設定した
パイロット調査を実施し、本調査に向けたデ
ータ整備を図った。そのうえで、バングラデ
シュ・ダッカにおいてスラムに居住する住民
に対し、エネルギーアクセスや消費量、所有
する電気機器や交通手段、出身、居住地選択、
世帯構成、世帯収入、収入源といったエネル
ギー利用に関連した包括的な調査項目を設
定した家計調査を実施した。スラムの地域的
な多様性にも配慮するために、地理的要因が
異なる複数の調査地点を設置した。更にスラ
ムでのエネルギー消費の特徴を明らかにす
るため、各調査地点の周辺でスラムに居住し
ていない住民に対しても調査を実施した。 
分析の結果、世帯数の観点ではスラムに居

住する住民は、スラム外に居住する住民とほ
ぼ同じであるのに対して、世帯収入は約 3分
の 1にとどまることが明らかになった。電力
消費に関しては、スラム居住する住民は 94％
が利用していることが分かった。バングラデ
シュでは農村部での電化率が半数以下にと
どまることを考えると、都市のスラムでは電
力アクセスは維持できていることがわかる。
スラム住民の電力消費量と電気代は平均で
17.35kWh/month、25.52taka/kWh であると示
した（1タカ≒約 1.3 円）。反面、スラム街に
居住する住民はそれぞれ 184.58kWh/month、
4.23taka/kWh にとどまると示した。スラムに
居住する住民は電力会社と直接契約をして
いるわけではなく、割高な電力料金を支払っ
ていることが浮き彫りとなった。 

スラムでの炊事用燃料に関して、69.7%の
住民が巻きを利用しているのに対し、30.3%
が天然ガスを利用していた。ガスを利用でき
る住民はほぼ無料（ガス代が家賃に含まれる
状況）で消費しているのに対し、薪を利用す
る住民は 772.1taka/month を支払っていた。
この結果はスラムに居住していても、住民の
おかれた状況に応じてエネルギーアクセス
と消費状況に大きな差異があることを示唆
した。 
 

 
図 1. スラム住民の電力消費量の状況 

 
 
国別比較を行う目的でフィリピン・マニラ

の地域的・地理的条件の異なる 3つのスラム
にて同様の調査を実施した。分析の結果、す
べての家庭で電力アクセスを有しているこ
と、炊事用燃料として LPG と薪を利用してい
ることが示された。スラムに居住する住民の
エネルギー消費量がダッカと比較して大幅
に多いだけではなく、多くの過程でテレビや
パソコン、冷蔵庫といった高価な家電製品を
所有していることが明らかになった。 
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